
預り金

預り金

預り源泉所得税 406¶930

預り住民税 7¶998¶800

預り社会保険料 85¶645

預り雇用保険料 `

その他預り金 360¶350
EEEEEEE

8¶851¶725

その他業務経費

その他業務経費

諸謝金 200¶600

支払手数料 1¶918¶811

保険料 870¶070

通信運搬費 6¶547¶707

図書印刷費 2¶170¶742

租税公課 2¶925¶807

研修費 1¶366¶855

会議費 3¶180

会費 373¶885
EEEEEEE

16¶377¶657

その他管理経費

保険料 10¶823¶070

通信運搬費 2¶035¶458

図書印刷費 4¶810¶323

研修費 916¶846

会議費 28¶400

会費 970¶779

知的所有権報奨金 40¶000
EEEEEEE

19¶624¶876

その他管理経費

雑益

財産賃貸収入 610¶624

受取保険金 6¶957¶495

その他 101¶695
EEEEEEE

7¶669¶814

雑益

〔掲載順序〕 {登録番号|登録年月日}登録申請者の住所又は居所及び氏名又は名称~プログ
ラムの著作物の題号及び分類
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プログラムの著作物に係る登録に関する公示（第 295号）

プログラムの著作物に係る登録の特例に関する法律（昭和61年法律第65号）第４条及び第５条の規
定に基づき、次のとおり公示する。
平成 23年 11月１日 一般財団法人ソフトウェア情報センター理事長 野村 豊弘

［登録の目的：創作年月日の登録］
{Ｐ第10040号`１|平成23年９月15日}東京都品川区北品川１丁目３番５号 株式会社トウィンク
ルシステム~題号：Exlear 分類：医療¥保健衛生
{Ｐ第10041号`１|平成23年９月26日}東京都千代田区麹町１丁目10番地 株式会社スリー・
シー・コンサルティング~題号：開示決算自動化システム決算報告エクスプレス Ver.6.05.01 分
類：財務会計
{Ｐ第10042号`１|平成23年９月26日}東京都千代田区麹町１丁目10番地 株式会社スリー・
シー・コンサルティング~題号：開示決算自動化システム決算報告エクスプレス Ver.6.05.01の改変
版 分類：財務会計
{Ｐ第10043号`１|平成23年９月26日}東京都台東区東上野２丁目22番９号 株式会社平和~題
号：業務用ぱちんこ制御プログラム（26） 分類：その他の分類できない産業
{Ｐ第10044号`１|平成23年９月29日}東京都台東区東上野２丁目11番７号 株式会社オリンピア
~題号：業務用スロットマシン制御プログラム（209） 分類：その他の分類できない産業
{Ｐ第10045号`１|平成23年９月29日}東京都台東区東上野２丁目11番７号 株式会社オリンピア
~題号：業務用スロットマシン制御プログラム（210） 分類：その他の分類できない産業

教育職員免許状失効公告

教育職員免許法（昭和24年法律第147号）第10

条第１項の規定により、次の免許状は失効した。
平成 23年 11月１日 福島県教育委員会
１ 失効した免許状
氏名 瀬谷 知之
本籍地 福島県

免許状の種類、番号、授与年月日及び授与権者
\ 中学校教諭一種免許状（数学）
平10中１第19286号
平成10年３月31日、東京都教育委員会

] 高等学校教諭一種免許状（数学）
平10高１第20247号
平成10年３月31日、東京都教育委員会

２ 失効年月日 平成23年10月14日
３ 失効の事由 教育職員免許法第10条第１項第
２号該当

会 社 そ の 他 の 公 告

解 散 公 告

当 社 は 、 平 成 二 十 三 年 九 月 三 十 日 を も っ て 解 散

致 し ま し た の で 、 当 社 に 債 権 を 有 す る 方 は 、 本 公

告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内 に お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

平 成 二 十 三 年 十 一 月 一 日

青 森 県 八 戸 市 大 字 白 銀 町 字 昭 和 町 一 〇 番 地

太 洋 冷 蔵 株 式 会 社

代 表 清 算 人 勝 田 隆 文

裁決の公告

東京弁護士会が平成23年７月６日に告知した同
会所属弁護士 安川 幸雄 会員（登録番号
21163）に対する懲戒処分（業務停止２月）につ
いて、同人から行政不服審査法の規定による審査
請求があり、本会は、平成23年10月12日、弁護士
法第59条の規定により、懲戒委員会の議決に基づ
いて、本件審査請求を棄却する旨裁決し、この裁
決は平成23年10月14日に効力を生じたので、懲戒
処分の公告及び公表等に関する規程第３条第２号
の規定により公告する。
平成 23年 10月 14日 日本弁護士連合会
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